
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

受
入
れ
後
の
留
意
点

受
入
れ
前
の
留
意
点

災
害
や
病
気
の
際
の
対
応

02第 1章　外国人材の受入れの視点等

第１章　外国人材の受入れの視点等

外
国
人
材
の
受
入
れ
の
視
点
等

第1章　外国人材の受入れの視点等1

本書のねらい

（資料）厚生労働省広島労働局資料から作成

　深刻な人手不足に対応するため、平成31（2019）年4月から新たな在留資格制度「特定技能」が創設
されました。今後、外国人材に対するニーズが高まることが見込まれています。
　外国人材を雇用できる在留資格には、「特定技能」や「技能実習」のほか、様々な在留資格がある
ことから、企業においては在留資格制度の理解を深めていただくことが、円滑な受入れの第一歩に
つながります。
　また、受入れ後は、適切に労務管理を行うことのみならず、文化・習慣の違いへの配慮や、円滑な
コミュニケーションを図るための取組みなどが必要となってきます。
　本書は、企業が外国人材の雇用に際し、受入れ前の準備から、受入手続、受入れ後、それぞれの
段階でご活用いただき、ポイントをつかんでいただくことを目的としています。

　人口減少や少子高齢化などを背景に人手不足が深刻化する中、企業においては、若年者だけでなく
シニアや女性など、多様な人材の雇用が進んでいます。

有効求人倍率

完全失業率

広島県の有効求人倍率と完全失業率

（資料）厚生労働省広島労働局資料から作成

外国人雇用事業所数

外国人労働者数

広島県内の外国人雇用事業所数および外国人労働者数推移

外国人材の雇用状況1
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　こうした状況の中、外国人材の雇用も増えており、平成30（2018）年10月末現在、県内における外国
人材を雇用している事業所数は 4,387事業所で、外国人労働者数は 31,851人となっています。
　前年同期と比べ449事業所（前年同期比11.4％増）、3,493人（同12.3％増）の増加であり、平成
19（2007）年の届出義務化以降では、それぞれ過去最高を更新しています。
　事業所規模別にみると「30人未満の事業所」が6割を超えており、産業別では「製造業」が最多と
なっています。
　在留資格別にみると全国では「身分に基づく在留資格」が最多ですが、広島県の場合は「技能実習」
が最多となっており、平成30（2018）年の「技能実習」受入人数は愛知県、大阪府に続いて全国第3位
です。
　国籍別では、近年は、ベトナムやフィリピンなど東南アジアからの受入れが増加しています。

外国人
労働者数

31,851人

技能実習
15,354人
48.2%

身分に基づく在留資格
7,283人 22.9%

資格外活動
5,029人 15.8%

専門的・技術的分野
3,245人 10.2%

特定活動 940人 3.0%

産業別 外国人労働者の割合 在留資格別 外国人労働者の割合

国籍別・在留資格別　外国人労働者の割合

外国人
労働者数

31,851人

製造業
16,887人
53.0%

卸売業 小売業
3,648人 11.5%

サービス業
（他に分類されないもの）

2,527人 7.9%

宿泊業、飲食サービス業
1,426人 4.5%

教育、学習支援業
1,274人 4%

建設業
1,833人 5.8%

その他
2,948人
9.3%

医療・福祉
414人 1.3%

漁業
894人 2.8%

（資料）厚生労働省広島労働局資料から作成

（資料）厚生労働省広島労働局資料から作成

ベトナム
中国（香港等を含む）

ペルー
ネパール

韓国

G7/8+オーストラリア+
ニュージーランド

ブラジル
インドネシア
フィリピン

その他

0人 2,000人 8,000人6,000人4,000人 10,000人 12,000人

技能実習 身分に基づく
在留資格 資格外活動 専門的

・技術的分野 特定活動
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第１章　外国人材の受入れの視点等

　外国人材の雇用状況を概観しましたが、具体的に、外国人材の受入れに必要な視点はどのようなも
のでしょうか。

　まず、外国人材の雇用の目的を十分、確認・整理し、その上で、受入れ体制の整備に向けて、その
目的を企業内で、人事部門や配属先の部署のみならず会社全体で理解し、共有することが重要です。

　外国人材の雇用目的を整理することは、外国人材が従事する業務の内容、範囲、責任や賃金を明確
化することにつながります。これは雇用契約時には必要なものです。
　その際、安易に外国人を低コストの単純労働力と考えることには留意が必要です。外国人材を雇用
した場合も労働関係法規の適用があることや、住居の確保や文化等の違いへの配慮、コミュニケーショ
ンの対応などのコストや労力が必要となる点などにも注意が必要です。また、技能実習は労働力確保
を目的とした制度ではないことにも改めて留意する必要があります。
　外国人材の雇用には、上記のようなコストや労力が必要な側面もありますが、一方で、職場が、多
様な感性や価値観を受け入れることは、他の社員の方々にも様々な影響を与え、新たな刺激や活力を
職場にもたらすことも期待されます。そのような視点で外国人材の受入れを進めている企業が増えて
おり、そうした視点で外国人材を捉えることも重要です。

　外国人材の雇用目的や業務内容などが十分整理できた場合、その内容を会社全体で理解し、共有す
ることが望ましいでしょう。これは、単なる情報の共有ということではなく、外国人材の配属先など
直接関係する部署以外の社員の皆さんからも受入れ体制整備への協力を得やすくし、受入れ後、外国
人材が円滑に業務に従事することができる職場環境づくりに寄与することが期待できるためです。

　例えば、近い将来、海外に現地法人などの拠点を設け、販路開拓に取り組むことを計画しており、
その準備に従事する人材を募集・採用するといった場合はどうでしょうか。外国人材を採用した場合、
事業の運営がスムーズに進むことも想定され、社内の理解も容易に得られるものと考えられます。
　一方で、人手不足の状況のもと日本人での雇用が確保できないので、外国人の雇用を考えたいとい
う場合はどうでしょうか。このような場合は、募集や採用の手法、賃金の見直しなどの取組みにより、
問題が解決されることがあるかもしれません。しかし、そのような取組みを行ってもやはり人材確保
が困難であり、外国人材に頼ることが必要という場合もあると思われます。
　その際には、これまでの取組みの経緯を含め、外国人材の雇用の必要性を、社内に説明し、社員の
皆さんの理解や納得を得ることが重要といえます。
　受入れの必要性について、社員の皆さんの理解や納得を得ることは、外国人材が日本という外国で
働く難しさについての想像や理解、共感につながっていくことも期待されるからです。
　このようなことは、外国人材が円滑に業務に従事できる職場環境づくりに取り組んでいくために、
大切な視点であり、外国人材にも選ばれ続ける企業を目指して取り組むことが重要と考えられます。

外国人材受入れの視点2




